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はじめに 
樽前山は有史以降も大～中規模噴火が発生し、周囲に重大な影響をもたらし

た。近年においても 1978～81 年（昭和 53～56 年）に小噴火、1990 年（平成 2

年）以降は地震活動・地温上昇・山頂溶岩ドーム付近の局所的膨張などの火山

性異常が観測されるなど北海道内でも有数の活動的な火山である。 

樽前山の噴火活動に伴う現象は噴石、降灰、火砕流、積雪期の融雪型火山泥流、

噴火後の二次泥流（降雨型泥流）などが想定される。融雪型火山泥流は火砕流

の発生と同時に流下を開始するため、流下する時期の予測が困難であり、総流

量・ピーク流量ともに非常に大きいことが特徴である。二次泥流は小降雨でも

発生するため、繰り返し頻発し、それは数年間続くことが特徴である。このよ

うな土砂移動現象が発生すると樽前山山麓には甚大な被害が発生することが想

定されるため、平常時から砂防施設の整備を着実に進めていくことが重要であ

る。 
しかし、砂防施設の整備には多くの時間と費用がかかることから、施設が整備

される前に火山噴火が発生した場合は、治山・砂防施設の整備状況、時間・資

機材・危険区域の設定などの制約条件の中で、火山活動の推移に応じた効果的

な減災対策を実施する必要がある。 
そのため、火山噴火緊急減災対策砂防計画策定ガイドライン（平成 19 年 4 月 

国土交通省砂防部）にもとづき、平成 20 年 10 月から学識者および行政担当者

からなる樽前山火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会（委員長：北海道大

学大学院農学研究院 丸谷知己 教授）を設置して検討を進め、本検討報告書を

とりまとめた。 
本報告書は、発生する可能性が高く被害が生じる噴火シナリオの限られたケ

ースを抽出して、現実的な対策実施のための基礎資料としてまとめたものであ

る。しかし、現在の科学技術のレベルでは、火山活動の予測に関して未解決の

問題も多く、本資料で示した対策だけで不十分な場合も想定されることを認識

しておくことが重要である。 

火山噴火緊急減災対策砂防計画は、本資料を踏まえて作成することが望まれ

る。また、計画は、実行可能性を高めるための平常時からの準備事項の整理・

実行、基本対策の整備進捗状況、技術の進歩、社会情勢の変化などに応じ継続

的な見直しを行っていくことが重要である。 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

                    平成 22 年 3 月 

樽前山火山噴火緊急減災対策 

砂防計画検討委員会

1909 年に形成された溶岩ドームと A火口からの噴煙 1) 
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第1章  樽前山火山噴火緊急減災対策砂防の必要性 

1.1  樽前山の現状 

1.1.1  樽前山の位置 
樽前山(1,041m)は、支笏洞爺国立公園の東端、札幌より 40km 南方の道央に

位置し、約 40000 年前の支笏火山の噴火後にできた直径約 12km の支笏カルデ

ラの東南縁に、風不死岳(1,102m)・恵庭岳(1,320m)についで誕生した活火山で

ある。東部～南部の太平洋沿岸には苫小牧市の市街地が広がり、山頂～山麓に

は、国立公園や鳥獣保護区等が分布する。 
主な保全対象として、南側～東側に JR 室蘭本線、北海道縦貫自動車道（以下、

道央自動車道と記す）等、東側に年乗降客数約 1840 万人(H19) 2)の新千歳空港、

年貨物取扱量、約 1 億トン、年乗降客数 87 万人(いずれも H20) 3)の苫小牧港が

ある。南東部には、人口約 17 万人(H20) 4)の苫小牧市の市街地が分布する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 樽前山と保全対象の位置関係 
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1.1.2  現状の火山活動 
Ａ火口およびＢ噴気孔群では高温の状態が続いており、山頂溶岩ドーム付近

の局所的な地殻変動が 2006 年以降継続している。また、地震活動は概ね低調

だが、2008 年以降は僅かな増加が見られる。噴煙活動は低調な状態が継続して

いる。 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

 
 
 
 

図 1-2 樽前山の火山活動の状況 5) 6) 

 

噴火 

樽前山 GPS 観測点配置図 

     樽前山 GPS 繰り返し観測による山頂溶岩ドーム付近の基線長変化 
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また、樽前山の噴火警戒レベルは平成 19 年 12 月 1 日に導入され、平成 22
年 3 月時点で噴火警戒レベル 1 である。 

表 1-1 樽前山の噴火警戒レベル 7) 
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1.2  樽前山周辺で実施されている事業の現状 

(1)  各事業の概要 
 樽前山周辺では、主に国有林で不安定土砂を固定することや森林として水土

保全機能の増進するために治山事業が実施されている。また、主に道央自動車

道より下流側で洪水対策のために河川事業が実施されている。 
 一方、砂防事業は主に道央自動車道上流側で施設の整備を行いつつ、山麓周

辺全域で土砂移動現象発生の予測および発生の検知を目的とした観測機器の設

置を進めている。 

図 1-3 樽前山周辺の国有林と砂防指定地指定範囲 

道央自動車道 
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現象毎の対策基本方針

降下火砕物・噴石降下火砕物・噴石

火砕流火砕流

融雪型火山泥流融雪型火山泥流

二次泥流二次泥流

原則としてソフト対策による警戒避難体制
整備支援（モニタリングシステム整備
・ハザードマップ）

原則としてソフト対策による警戒避難体制
整備支援（モニタリングシステム整備
・ハザードマップ）

ハード対策による泥流等の捕捉・抑制と
ソフト対策併用による安全確保
（遊砂地・砂防えん堤・渓流保全工等
の建設）

ハード対策による泥流等の捕捉・抑制と
ソフト対策併用による安全確保
（遊砂地・砂防えん堤・渓流保全工等
の建設）

樽前山火山砂防基本計画(素案)

火山活動に伴って発生する降下軽石，火砕流，融雪型火山泥流および火
砕流の堆積後や降灰環境下において降雨に起因して発生する二次泥流

火山活動に伴って発生する降下軽石，火砕流，融雪型火山泥流および火
砕流の堆積後や降灰環境下において降雨に起因して発生する二次泥流

計画の対象とする現象

過去の大規模噴火と同規模とする。融雪型火山泥流は，火砕流が2年超過
確率積雪量を融解して発生することを想定する。二次泥流は100年超過確

率雨量に対応する流出土砂量を想定する。

過去の大規模噴火と同規模とする。融雪型火山泥流は，火砕流が2年超過
確率積雪量を融解して発生することを想定する。二次泥流は100年超過確

率雨量に対応する流出土砂量を想定する。

計画規模

土砂処理方針

流水の安定流下下流域

・泥流の誘導 ・土砂の捕捉 ・巨礫・流木の捕捉中流域

バッファーゾーン、当面施設整備を行わない上流域

流水の安定流下下流域

・泥流の誘導 ・土砂の捕捉 ・巨礫・流木の捕捉中流域

バッファーゾーン、当面施設整備を行わない上流域

流域毎に流域特性、社会状況とを勘案して策定する

 
(2)  樽前山火山砂防基本計画（素案）について 
樽前山の砂防事業は、平成 11 年に策定された樽前山火山砂防基本計画(素案)

（以降、火山砂防基本計画（素案）と記す）に基づき進められている。火山砂

防基本計画（素案）で示されている対象現象・規模・対策方針を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-4 火山砂防基本計画（素案）の概要 8) 
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(3)  砂防施設の整備状況 
樽前山の山麓で整備されている砂防施設を図 1-5 に示す。樽前山では火山砂防

基本計画（素案）等にもとづき、融雪型火山泥流および二次泥流を対象とした

砂防施設の整備が進められている。 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 1-5 樽前山で整備または整備中の砂防施設（平成 22 年 3 月時点） 

表 1-2 砂防施設の整備状況 

砂防施設の整備 河川名 
 
有 

苫小牧川（二級河川）、有珠川（二級河川）、小泉の沢川（準用河川）、

小糸魚川（準用河川）、錦多峰川（二級河川）、覚生川（準用河川）、 
別々川（二級河川）、白老川（二級河川） 

 
無 

勇払川（二級河川）、幌内川（二級河川）、樽前川（準用河川）、 
社台川（二級河川）、 
シシャモナイ沢川（沢）、モーラップ沢川（沢）、 
千歳川（指定区間含む一級河川）、ママチ川（指定区間含む一級河川）、
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(4)  監視機器の整備状況 
 樽前山の火山観測機器は、平成 4 年から 6 年に検討された「樽前山火山噴火

警戒避難対策計画」に基づき現在も整備が進められている。また、光ケーブル

の設置も進められている。 
 なお、気象庁、国土地理院、北海道大学、北海道立地質研究所が、別途、監

視機器を設置している。 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1-6 樽前山周辺の監視機器設置状況（土砂移動検知機器） 

（他機関の機器も含む平成 22 年 3 月時点） 

土砂移動検知のための機器は、各渓流に設置が進められている
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樽前山
火山噴火緊急減災対策

砂防計画

共通の土台
（樽前火山の特性、周辺地域条件、噴火シナリオ、ハザードマップ）

・火山災害予防計画

・噴火対応計画

・避難生活対策計画

・被災者再建支援計画

・災害復旧復興計画

有識者

開発局（道路・河川・港湾・防災・通信・砂防）

北海道（道路・港湾・防災・砂防）

民間（ＪＲ・ＮＥＸＣＯ・ＮＴＴ・北電・王子製紙等)

気象庁（札幌管区・室蘭地台）

自衛隊・海上保安庁・警察

国土地理院

市町村

・砂防部局が実施する

緊急対策
・平常時からの準備

・各計画へ反映

・関係機関の連携

樽前山火山防災計画
（樽前山火山防災会議協議会）（H14.6月）

北海道森林管理局

 
(5)  樽前山火山防災計画との関係 

樽前山の火山防災対策全般を検討している組織には、「樽前山火山防災会議協

議会」があり、平成 14 年 6 月に「樽前山火山防災計画」を策定している。 
「樽前山火山噴火緊急減災対策砂防計画」（以降、緊急減災対策砂防計画と記

す）は、「樽前山火山防災計画」と共通の土台（噴火シナリオ等）を基に、緊急

時の砂防対策に特化した計画である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1-8 樽前山火山噴火緊急減災対策砂防計画の位置づけ 
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1.3  想定される影響範囲と被害 

現況施設時における、大規模噴火により発生する融雪型火山泥流と 100 年超

過確率規模の降雨で発生する二次泥流の氾濫範囲と保全対象の位置関係を図

1-9 に示す。なお、影響範囲は二次元氾濫シミュレーションを用いて算出してい

るが、融雪型火山泥流に関しては、現時点での知見に基づくモデルを用いて算

出していることに留意する必要がある。 
融雪型火山泥流（大規模噴火時）

二次泥流（100 年超過確率降雨規模）

図 1-9 想定される影響範囲 
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1.4  樽前山火山噴火緊急減災対策砂防の必要性 

樽前山は有史以降も大～中規模噴火が発生し、周囲に重大な影響をもたらし

た北海道内でも有数の活動的な火山であり、噴火に伴う土砂移動現象が発生す

ると樽前山山麓には甚大な被害が発生することが想定されるため、平常時から

砂防施設の整備を着実に進めていくことが重要である。 

 

しかし、平成 22 年３月時点で、融雪型火山泥流に対する泥流整備率は、最も

高い河川（覚生川）で約 1 割であり、目標の整備率には達しておらず、砂防施

設の整備には多くの時間と費用がかかることから、施設の完成する前に火山噴

火が発生した場合は、関係機関が連携して火山活動の推移に応じた効果的な減

災対策を実施する必要がある。 
 
火山噴火緊急減災対策砂防（以降、緊急減災対策砂防と記す）は、いつ、ど

のように起こるか予測が難しい火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、緊

急ハード対策と緊急ソフト対策からなる緊急対策を迅速かつ効果的に実施し、

被害をできる限り軽減（減災）することにより、安心で安全な地域づくりに寄

与するものである。 
 
「樽前山火山噴火緊急減災対策砂防計画に関する検討報告書 H22 年３月」は、

平成21年度時点での検討された結果をとりまとめたものである。計画作成後は、

本資料と共に継続的に検討および見直しを行うことで実行可能性の向上につと

める必要がある。 
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図 1-10 緊急対策の必要性イメージ図 
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第2章  噴火に伴い想定される土砂移動現象 

2.1  樽前山で想定されている現象と規模の整理 

(1)  樽前山の活動史 
樽前山の火山活動は支笏カルデラ形成後、およそ 9100 年前から始まった。お

よそ 2500 年前に 3 回の噴火で樽前山の火山体が形成され、江戸時代には 2 回の

大噴火（1667 年、1739 年）が発生した。 
明治時代にも中～小噴火を繰り返し、1909 年の中噴火で現在の溶岩ドームを

形成、1917 年以降小噴火、噴気活動の活発化、地震の群発を繰り返している。 
表 2-1 樽前山の活動史 9) 10) 

火山現象 
噴出体積 

(マグマ相当※）

年 代 
マグマ

噴火 

水蒸気

噴火 

降下 

火砕物

火 

砕 

流 

溶岩 

ドーム 
(km3) 

1978-1981 年  ○ ○     ? 

1944-1955 年  ○ ○     ? 

1917-1936 年  ○ ○     ? 

1909 年 ○  ○   ○ 0.02 

1874 年 ○  ○ ○   0.01 

1867 年 ○  ○   ○ ? 

1804-1817 年 ○  ○     0.02 

1739 年(Ta-a) ○  ○ ○   1.55 

1667 年(Ta-b) ○  ○ ○   1.08 

休止期 

約 2000 年前(Ta-c3) ○  ○     0.03 

約 2500 年前（Ta-c2) ○  ○ ○   1.07 

約 2500 年前（Ta-c1） ○  ○ ○   0.13 

休止期 

約 9100 年前（Ta-d） ○  ○ ○   0.75 

 
 

※空隙を含まない岩石相当の体積に換算した値 
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図 2-1 降下火砕物の分布 9) 11) 

 

約 9100 年前 

約 9100 年前 

約 2500 年前 

約 2500 年前 

1874 年 

1739 年 

1667 年 

約 2000 年前 
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図 2-2 噴火年代と積算噴出量の階段図 9) 

 
 

 
図 2-3 火砕流堆積物の分布 11)  
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噴火活動年 規模 噴火の前に確認された現象
1739年（元文4年） 大規模噴火 大噴火の2日前に地震
1867年（慶応3年） 中規模噴火 地震活動の後、噴火

1909年（明治42年） 中規模噴火
中噴火の2ヶ月ほど前に小規模な噴火
鳴動、噴煙、降灰、地震など繰り返す

1978年（昭和53年） 小規模噴火 噴火の2ヶ月前から地震増加

(2)  噴火場所  
樽前山の過去の噴火は山頂火口のみであり、山麓噴火の実績はない。したがっ

て、山頂火口原内で噴火が発生すると想定する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-4 樽前山頂の火口・噴気孔の名称 12) 

 

 
(3)  前兆現象  
過去の実績から想定される前兆現象は噴気、熱活動、地震活動、地殻変動等

である。なお、江戸時代の噴火は古文書を参考としており記録に乏しく、他の

前兆現象があった可能性がある。 

表 2-2 過去の噴火前に確認された主な現象の例 10) 12) 

 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

図中のアルファベットは以下に対応 

Ａ：Ａ火口 

Ｂ：ドーム南西噴気孔群 

（Ｂ噴気孔群） 

Ｃ：ドーム南西亀裂 

Ｄ：ドーム北東火口（Ｄ火口） 

Ｅ：ドーム南西火口（Ｅ火口） 

Ｆ：火口原北東噴気孔（Ｆ噴気孔） 

Ｇ：ドーム北東亀裂 

Ｈ：ドーム南東亀裂 

Ｋ：火口原西側地熱域 

Ｌ：火口原北東変色域 
Ｎ：火口原南東噴気域 
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(4)  想定される噴火と規模 
樽前山では、気象庁により噴火警戒レベルや地元自治体が実施する基本的な

応急対策とリンクした噴火シナリオが作成されている。 
気象庁の噴火シナリオが想定している過去の噴火は以下の通りである。 
 

表 2-3 噴火シナリオの一覧 13) 

噴火規模 季節 参考にした過去の噴火 

小規模噴火型シナリオ  1909 年噴火以降に繰り返された小規模噴火 

非積雪期 
中規模噴火型シナリオ

積雪期 
1874 年と 1909 年の中規模噴火 

非積雪期 
大規模噴火型シナリオ

積雪期 
1667 年と 1739 年の大規模噴火 

 

 
また、気象庁の噴火シナリオで想定している噴火規模は以下の通りである。 
 

表 2-4 噴火規模の定義 13) 

 

 
図 2-5 以降に気象庁の噴火シナリオを示す。 
 

噴火規模 定義 

小規模噴火 
噴煙が 1,000ｍ以下まで上がり、噴石が山頂火口原内外に飛散するよう

な噴火 

中規模噴火 
噴煙が 3,000～6,000ｍまで上がり、30cm 程度の噴石が火口から 2～3km
まで飛散し、小規模な火砕流やそれに伴う融雪型泥流が発生するような

噴火 

大規模噴火 
噴煙が１万ｍ以上上がり、火砕流が広範囲に流下し、それに伴う融雪型

泥流が発生するような噴火 
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2.2  樽前山噴火シナリオ 

気象庁の噴火シナリオ（2007 年 11 月、札幌管区気象台火山監視・情報セン

ター作成）をもとに、緊急減災対策砂防計画で対象とする現象に着目して整理

した。なお、前兆現象のみで噴火に至らない場合や、小噴火のみで噴火活動が

終息するシナリオについては、保全対象に影響を与える土砂移動現象が想定さ

れないため、ここでは掲載していない。 
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積雪期 

非積雪期 

降雨 

降雨 

降雨 

積雪あり 

積雪あり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 2-10 噴火シナリオの整理 

 



 25

第3章  対策方針 

3.1  対策方針 

3.1.1  前提事項 
樽前山山麓には、札幌と函館を結ぶ主要幹線である道央自動車道、国道 36 号

線、JR 室蘭本線や、北海道の空と海の玄関である新千歳空港、苫小牧港および

苫小牧市を初めとする市街地が分布している。そのため、火山噴火に起因する

土砂移動現象が発生すると甚大な被害が発生することが想定され、火山砂防基

本計画（素案）に基づき着実に砂防施設の整備を進めることが最も重要である。   
また、治山事業や河川事業と連携し、施設の整備を進めることも重要である。 
しかし、各施設の整備には多くの時間と費用がかかることから、人命の保護

や社会資本の被害を軽減するために治山・砂防・河川事業の進捗にあわせた緊

急減災対策砂防計画が必要である。 
緊急減災対策砂防計画は、緊急時に時間、資機材、危険区域の設定など現地

での制約条件の中で、可能な限り迅速かつ柔軟な対策とする必要がある。 
減災対策を効果的に遂行するには、防災関係者の顔の見える関係作りを構築

し、平常時からの備えが重要であるとともに、地域住民の理解および協力関係

が必要不可欠である。 
なお、減災対策の実施は、現地での制約条件のほかに、現時点での法的な制

約等、砂防部局としての対策の限界を認識して関係機関や住民に周知しておく

ことが重要である。 
 
3.1.2  緊急ハード対策の方針 
山麓に数多くある渓流に対して、既存施設の状況や保全対象の分布を考慮し、

想定される土砂移動現象に合わせた緊急ハード対策を実施する。 
平常時から関係機関との調整・連携をはかり、制約条件の中で効果的な緊急

ハード対策を計画する。そのなかで、近い将来に火山活動が活発化した場合は、

早期に対策効果を上げる必要性を鑑み、砂防部局単独または北海道・各市町の

関係機関と連携をとって砂防部局が主体的に実施できる対策を優先的に行う。

なお、各対策は、可能な限り同時に実施する。 
さらに減災をはかるため樽前山火山防災会議協議会に参画している関係機関

と連携をとって実施する対策は、事業実施制度や関係機関との調整などの状況

に応じて可能な対策を実施する。 
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3.1.3  緊急ソフト対策および緊急調査の方針 
緊急ソフト対策・緊急調査は、緊急対策の工事の安全確保や避難対策を支援

するための情報提供を行うために、関係機関と連携をとって「噴火時緊急調査」

「火山監視機器の緊急的な整備」「情報配信システムの整備」などを火山活動

の推移に応じて実施する。 
 

3.1.4  平常時からの準備事項 
緊急減災対策砂防の実行可能性を高めるために、緊急ハード対策・緊急ソフ

ト対策とも可能な事項については事前に準備しておく。また、樽前山火山防災

会議協議会に参画している関係機関との連携事項・課題について継続的に検

討・調整すると共に、施設の整備状況を踏まえて計画を見直す必要がある。 
 
 

3.2  樽前山火山減災行動ワーキンググループの設置 

平常時から火山噴火緊急減災対策砂防等に必要な情報交換、関係機関との連 
携・調整等を行うことで、緊急時に円滑な火山噴火緊急減災対策砂防等の実施

に資することを目的として、砂防部局、気象庁、市町村防災担当者、学識者な

どにより「樽前山火山減災行動ワーキンググループ」を設置した。 
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3.3  対象とする現象・規模 

本計画は緊急時の火山砂防計画であることから、融雪型火山泥流、二次泥流

を対象とし、恒久的なハード対策施設の整備状況を踏まえた緊急ハード対策を

実施する。火砕流・噴石・降灰等の現象に対しては、緊急ソフト対策によりハ

ザードマップや、機器による観測結果等の情報提供を行い、自治体などの実施

する警戒避難体制等での対応を基本とする。 
 

3.3.1  融雪型火山泥流 
融雪型火山泥流は積雪期に高温の噴出物が雪を融かすことにより生じると考

えられている。樽前山で想定する噴出物としては火砕流が考えられる。そのた

め、融雪型火山泥流の規模は、火砕流の規模と積雪量から想定する。 
融雪型火山泥流の緊急ハード対策は、まず中規模噴火に起因する火砕流を想

定し、火山活動時の積雪量に応じて発生が想定される融雪型火山泥流の規模を

考慮して実施する。その後、大規模噴火に起因する火砕流により発生する融雪

型火山泥流を対象とした対策を実施する。 
 

3.3.2  二次泥流 
二次泥流は噴火により降下火砕物が山腹に堆積した後に降雨により発生する。

また、降灰の影響により小規模な降雨でも頻発することが想定される。そのた

め、二次泥流の規模は、小規模な降雨で発生する日常的なものと、100 年超過確

率降雨等で発生するような大規模なものを想定する。 
二次泥流の緊急ハード対策は、まず日常的な降雨で発生する二次泥流からの

被害の軽減を考慮して実施し、その後、大規模な降雨で発生する二次泥流や、

頻発して発生する二次泥流を対象とした対策を実施する。 
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3.4  対策のタイミング 

対策開始のタイミングは気象庁から発表される噴火警戒レベルも参考に、火

山活動の状況、対象とする土砂移動現象、施工場所・方法に応じて設定する。 
なお、対策の開始・中止のタイミングは、砂防関係者だけでの判断は難しく、

樽前山火山防災会議協議会に参画している関係機関の防災対策や警戒避難体制

とも密接に関連するため、平常時から「樽前山火山減災行動ワーキンググルー

プ」で基準等を検討する。 
 

3.4.1  融雪型火山泥流 
融雪型火山泥流は中規模噴火または大規模噴火時に想定される火砕流の発生

とほぼ同時に流下してくるため、それ以前の段階で対策の実施から工事の中

止・退避までを行う。また、中規模・大規模噴火に至らず火山活動が終息する

ことも考えられるため、社会環境への影響を考慮し、火山活動の推移に合わせ

て緊急ハード対策を検討する。 
 

3.4.2  二次泥流 
二次泥流は噴火により降下火砕物が山腹に堆積した後に降雨により発生する。

従って、噴火発生後，緊急調査により降灰量・分布を確認し，二次泥流の発生

の危険性が高まった渓流から緊急ハード対策を実施する。火山活動が活発化ま

たは長期化し、二次泥流が発生する恐れがある渓流数が増加した場合は、保全

対象やインフラなどの重要度を考慮して順次対策を検討していく。 
二次泥流は降雨をトリガーとして発生するため、泥流発生・非発生の基準雨

量を設定しながら、工事の中止・退避、無人化施工の実施を検討する。 
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3.5  対策の見直しについて 

緊急減災対策砂防計画は火山活動状況、砂防施設や監視機器の整備の進捗状

況、技術の進歩、社会情勢の変化、ロールプレイ方式防災訓練などを踏まえた

関係機関との連携状況の変化などを踏まえて、「樽前山火山減災行動ワーキング

グループ」などを活用し、PDCA サイクルにより必要に応じて適宜見直す。 
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3.6  実施範囲および実施体制 

緊急ハード対策は、基本的に火山砂防区域内で、樽前山火山防災会議協議会

に参画している関係機関と連携をとりながら実施する。大規模噴火や中規模噴

火への進展および進展することが予想される場合など、被害が広範囲や甚大な

状態になった場合は、自治体の要請により国が主体となって関係機関と連携を

とりながら実施する場合がある。 
なお、噴火時の規模・状況や、対策実施箇所の制約条件により実施が困難な

場合もあることに留意する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 火山砂防区域 
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第4章  緊急ハード対策 

4.1  対策工法・構造 

緊急ハード対策で実施する対策工法・構造は、緊急時に実施する対策である

ことを鑑み、既往施設の除石や簡易で作業効率が高い施工方法とする必要があ

る。また、緊急時の資機材の調達状況により柔軟な対応ができるように複数の

構造を検討しておく。なお、構造については、対策想定箇所の現地状況を踏ま

えて、適用可能かどうかを事前に検討しておく。 
 

(1)  仮設堤工 
仮設堤工は、土砂などを保全対象の上流で捕捉および減勢するために施工す

る。基本的な構造は、備蓄や強度上の優位性を考慮し、ブロック工による構造

とするが、実際の緊急時には資機材の調達状況を考慮しソイルセメントや土構

造およびその複合構造など柔軟に対応する必要がある。 
 

(2)  導流堤工 
導流堤工は、土砂などが保全対象を直撃することがないように、下流域に安

全に導流するために施工する。基本的な構造は資機材の調達状況を考慮し大型

土のう工およびブロック工を使用する。 
 

(3)  スリット閉塞工 
スリット閉塞工は、既存の透過型施設を緊急時には確実に閉塞させることで、

施設の効果を最大限に発揮させるために施工する。基本的な構造は資機材の調

達状況を考慮し大型土のう工およびブロック工を使用する。 
 

(4)  遊砂地工（掘削工） 
遊砂地工（掘削工）は、掘削などにより渓流の一部を拡大して土砂などを堆

積させるために施工する。基本的な構造は、掘削による掘り込み式の遊砂地構

造とする。掘削した土砂は、導流堤の大型土のうの中詰やソイルセメントへの

流用を検討する。 
 

(5)  既存えん堤の除石工 
除石工は、既存の施設の堆砂域で除石を行うことで、施設効果量の増加や機

能の回復を行う。掘削した土砂は、導流堤の大型土のうの中詰やソイルセメン

トへの流用を検討する。 
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図 4-1 既設砂防施設での対策工イメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-2 河川区域内での対策工イメージ図

スリットの閉塞工 

除石工・掘削工 

掘削工 

仮設堤工 

導流堤工
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4.2  施工方法 

緊急ハード対策の施工は、施工量に応じて対策効果が早期に発現可能な手順

で実施する。また、住民の避難行動に影響を与えないように配慮する必要があ

る。 
 

4.3  土砂処理方針 

(1)  土砂処理方針 
緊急減災対策砂防計画の土砂処理方針は、火山砂防基本計画（素案）と同様

とするが、想定される対策工は、緊急時の制約条件を考慮して設定する。 
 
融雪型火山泥流および二次泥流ともに、中流域で可能な限り泥流の捕捉を図

る。道央自動車道より下流では、北海道・各市町などの関係機関と調整し、可

能な場合は、泥流の捕捉や導流を行う。 
また、二次泥流が頻発する場合は、施設の除石を継続的に行う。実施に当た

っては、保全対象との関係や住民避難状況を考慮して対策工を行う。 
なお、流出した土砂は適切に処理することで早期の復旧を図ることとする。 
 
各渓流における土砂処理方針は、上記方針を踏まえて、流域特性、保全対象、

砂防指定地の指定状況等を勘案して渓流別に策定する。また、各渓流の土砂処

理方針は恒久的なハード対策の進捗を考慮して継続的に見直しを行う。 
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(2)  融雪型火山泥流の対策の流れ 
緊急減災対策砂防計画では、まず、中規模噴火により発生が想定される融雪

型火山泥流に対して、保全対象の分布や積雪量および現状での実行可能性を考

慮して緊急ハード対策を実施する。 
緊急ハード対策は砂防部局単独で実施可能と想定される対策、北海道・各市

町の関係機関と連携をとり砂防部局が主体的に実施できる対策を行う。なお、

各対策は、可能な限り同時に行う。その後、大規模噴火により発生が想定され

る融雪型火山泥流に対する対策を行う。なお、想定する最大の影響範囲は本報

告書 10 ページの図 1-9 を想定し、工事の安全確保が難しい箇所では、無人化施

工の実施も検討する。

図 4-3 融雪型火山泥流に対する緊急ハード対策の流れ 

積雪量観測・調査

対策工実施箇所の選定

積雪有

中規模噴火による泥流量の想定

中規模噴火による融雪型火山泥流に
対する緊急ハード対策開始
（必要に応じて無人化施工）

中規模噴火による融雪型火山泥流に
対する十分な整備がなされたか?

大規模噴火による融雪型火山泥流に
向けた緊急ハード対策

関係機関と調整・協議

YES

YES

NO

NO

NO

YES

NO

火山活動の活発化

YES

対策は砂防部局単独で
実行可能か?

（用地、資機材条件等）

調整・協議により
対策は実行可能か?

YES
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(3)  二次泥流の対策の流れ 
降灰の影響等により二次泥流の発生の危険性が高まった渓流から、まず、日

常的な降雨（2 年超過確率雨量等）で発生する二次泥流に対して、保全対象の分

布や現状での実行可能性を考慮して緊急ハード対策を実施する。 
緊急ハード対策は砂防部局単独で実施可能と想定される対策、北海道・各市

町の関係機関と連携をとり砂防部局が主体的に実施できる対策を行う。なお、

各対策は、可能な限り同時に行う。 
その後、二次泥流の発生状況や、対策必要渓流の緊急ハード対策進捗状況を

踏まえ、規模の大きな二次泥流や頻発する二次泥流に対する対策を行う。 
なお、想定する最大の影響範囲は本報告書 10 ページの図 1-9 を想定し、工事

の安全確保が難しい箇所では無人化施工の実施も検討する。 
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図 4-4 二次泥流に対する緊急ハード対策の流れ 

噴火発生

火山灰調査（量と質）

対策工実施箇所の選定

厚さ10cmの降灰があるか？
（火山灰の粒度や透水性を考慮）

対策必要渓流の抽出と
日常的な降雨による泥流量の想定

日常的な降雨による二次泥流に
対する緊急ハード対策開始
（必要に応じて無人化施工）

日常的な降雨による二次泥流に
対する十分な整備がなされたか?

規模の大きな降雨や頻発する
二次泥流に向けた緊急ハード対策

関係機関と調整・協議

YES

YES

NO

NO

YES

NO

降灰状況に変化がないか？

YES

YES

NO

NO

対策は砂防部局単独で
実行可能か?

（用地、資機材条件等）

調整・協議により
対策は実行可能か?
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第5章  緊急ソフト対策、緊急調査 

5.1  避難対策を支援するための体制整備および情報提供 

火山噴火時には、火山活動並びに土砂移動の監視情報を収集することにより、

被害想定区域などの避難に関する情報の提供および関係機関の避難対策の支援

を行う必要がある。そのために必要な情報収集方法および関係機関などへの情

報提供・支援の方法について整理する必要がある。 
 
5.1.1  避難対策支援体制の整備 
関係機関の避難対策を支援するため、防災情報を一元管理するための通信網

や、火山活動時の緊急調査結果等、各種情報を集約する体制を整備する。 
 

5.1.2  関係機関へ提供する情報内容 
○監視・観測機器の情報 

住民避難を支援するために、市町を通じて各監視・観測機器の情報を住民へ

提供する。 

また、降灰後は、通常より少量の降雨でも二次泥流が頻発するため、大雨警

報や警戒避難基準雨量等を再検討する必要がある。そのため、二次泥流発生時

の降雨量情報を気象庁等の検討機関へ提供する。 

 
○リアルタイムハザードマップの提供 

関係自治体に対して、火山活動や気象状況に合わせ、リアルタイムハザード

マップの提供を行う。 
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5.2  緊急対策工事の安全確保 

5.2.1  緊急対策工事の安全確保における全体方針 
平常時には、緊急時に活用するための地形データの取得やリアルタイムハザ

ードマップの整備を進める。また、噴火活動時には、場所、時間の制約により

監視・観測機器の設置が困難であることが想定されるため、できる限り平常時

から必要な箇所へ関係機関と連携しながら設置、維持管理を行う。 
緊急時は、緊急調査の実施やリアルタイムハザードマップの作成により、安

全確保上必要な情報を取得し、有効活用する。また、監視・観測機器は、場所

及び時間的な制約を考慮し、緊急対策工事の安全上必要な箇所に設置する。 
噴火終息後は、既設機器の修理・補修および対策工事の安全上必要な箇所へ

の設置やリアルタイムハザードマップ等の見直しを行う。 
 

5.2.2  監視機器の整備方針 
○ 火山活動監視機器（GPS・傾斜計・震動計・地震計・空振計・監視カメラ等） 
 噴火状況や火山活動の推移の把握を目的として設置する。 
緊急時の変化を捉えるためには、平常時からデータの蓄積が必要であるため、

基本的には、平常時から必要な箇所へ気象庁、国土地理院、北海道大学、北海

道立地質研究所の関係機関と連携しながら設置、維持管理を行う。 
緊急時は、既設機器の修理・補修を行いつつ、関係機関の機器を可能な限り

活用する。 
 
○ 土砂移動検知機器（ワイヤセンサ・振動／音響センサ・水位／流速計等） 
 土砂移動の発生や規模の把握を目的として設置する。 
基本的に平常時から工事の安全上必要な箇所に設置する。 
緊急時は、既設機器を修理・補修して活用する。また、緊急対策の施工位置

を考慮して必要な箇所に設置する。 
 
○ 気象観測機器（雨量計・積雪計・風向／風速計等） 
 土砂移動現象の発生条件や規模等を把握することを目的として設置する。 
基本的に平常時から必要な箇所へ設置する。特に積雪計は、火砕流被災範囲

に設置するため緊急時の設置が困難であり、平常時に設置する必要がある。 
緊急時は、既設機器を修理・補修して活用する。また、緊急対策の施工位置

を考慮して必要な箇所に設置する。 
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5.2.3  工事の安全確保の基本方針 
○積雪期（融雪型火山泥流） 
積雪期の融雪型火山泥流は、中規模噴火程度の発生とほぼ同時に流下してく

ると想定される。また工事現場で噴火の発生時期を予測し工事中止の判断をす

るのは困難である。そのため、工事の中止退避は、「樽前山火山減災行動ワー

キンググループ」で共有した情報を参考に発注機関が判断し、現場へ工事中止

退避の情報を速やかに指示伝達して工事の安全管理を行う。同時に避難対策を

支援するための情報提供を行う。また、そのためにも以下の検討が必要である。 

 

①火山活動の推移を把握する火山監視機器の整備 

②工事中止判断を工事現場へ速やかに伝達するための情報配信システムの整備 

 

○非積雪期（二次泥流） 
 非積雪期の二次泥流は、降灰後の降雨により発生し、通常の土石流に比べ少

量の雨でも発生することが想定される。そのため、工事の中止退避は、「樽前

山火山減災行動ワーキンググループ」で検討した工事中止基準（降雨量）を参

考に施工業者が判断し、工事の安全管理を行う。また、工事中止基準（降雨量）

は、雨量計と土砂移動検知機器により、二次泥流の発生や非発生をモニタリン

グし、その情報を参考に随時見直しを行う。同時に避難対策を支援するための

情報提供を行う。また、そのためにも以下の検討が必要である。 

  
①雨量計の整備 
②二次泥流発生に対する土砂移動検知機器の整備 
③各監視データを工事現場へ速やかに伝達するための情報配信システムの整備 
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図 5-1 積雪期（融雪型火山泥流）における安全対策避難の流れ

《平常時》
火山活動監視機器・土砂移動検知機器・

気象観測機器による監視観測

《緊急避難時》
各現場管理者へ作業中止・避難実施時の

注意事項の配信（衛星携帯、無線等）

《緊急時》
発注機関が作業中止・避難実施の判断

《緊急避難時》
現場管理者による作業員への退避命令

（サイレン、衛星携帯）

《緊急避難時》
緊急避難所や火山防災拠点に退避

状況などを対策本部へ報告

火山活動活発化

火砕流・融雪型火山泥流発生

《緊急時》
発注機関が緊急減災対策・緊急調査開始の判断

《緊急時》
緊急減災対策、緊急調査の実施

●火山観測機器の観測結果等に
　 基づく火山活動の推移予測
　（樽前山火山減災行動ワーキング
　　グループ間での情報共有）

※火砕流発生の可能性が低い
と判断された場合は対策を継続

●火山観測機器の観測結果等に
　 基づく火山活動の推移予測
　（樽前山火山減災行動ワーキング
　　グループ間での情報共有）
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図 5-2 非積雪期（二次泥流）における安全対策避難の流れ 

《緊急避難時》
現場管理者による作業員への退避命令

（サイレン、衛星携帯）

《緊急避難時》
緊急避難所や火山防災拠点に退避

状況などを対策本部へ報告

《緊急避難時》
施工業者が工事中止基準に基づき、

中止の判断

二次泥流発生
・土砂移動検知機器による検知
・雨量計による二次泥流発生時
　における降雨量の把握

《平常時》
火山活動監視機器・土砂移動検知機器・

気象観測機器による監視観測

《緊急時》
降灰量調査に基づく緊急減災対策の実施

各工事現場にて工事中止基準（降雨量観測）
による安全管理実施

降雨発生
●降雨量等の情報
・気象庁からの情報
・雨量計の情報

工事中止基準の見直し

●降灰量調査による二次泥流発生の
　 おそれのある渓流の把握
　（樽前山火山減災行動ワーキング
　　グループメンバー間での情報共有）

噴火発生

《緊急時》
発注機関が緊急調査実施の判断
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5.3  火山噴火時の緊急調査 

火山噴火時には、緊急減災対策砂防を効果的に実施するための情報を適時把

握する必要がある。また、事前に想定した噴火シナリオと異なる推移での噴火

発生に、的確に対処する必要がある。このため、把握すべき情報やその調査方

法等について検討する必要がある。 
また、関係機関と連携および情報共有を行うことで効率的な調査となるよう

に努める必要がある。 
 
5.3.1  基本事項 
火山活動と土砂移動現象は密接に関連しており、明確には区分できない。 
火山活動そのものに特化した事項（例えば地震計・傾斜計等によるマグマの

動きの把握等）や、緊急対策の開始・中止の判断の基準は、気象庁および学識

者から情報収集し、連携して樽前山火山減災行動ワーキンググループにおいて

検討する必要がある。 
ここでは基本的に，砂防部局で対応すべき土砂移動現象（融雪型火山泥流、

二次泥流）に対して、緊急減災対策砂防を効果的に実施するための緊急時に必

要な調査・検討項目等を整理する。 
 
砂防部局が緊急対策を効果的に実施するために行う具体的な緊急調査として

は、主に以下の項目がある。 
 

・地形変化の把握 
・積雪など気象状況と土砂移動のリアルタイム把握 
・既設砂防施設の点検や現地状況の把握 
・緊急対策予定箇所の状況把握 
・降灰状況・不安定土砂の把握 
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5.3.2  調査内容（案） 
緊急調査の調査内容（案）を下表に示す。なお、調査内容や区域が重複しな

いよう各機関で調整・連携を行い、平常時は「樽前山火山減災行動ワーキング

グループ」が主体になって統一したデータ様式や統一した基盤地図等のデータ

の共有方法等について検討する。 
 

表 5-1 緊急調査の調査内容（案） 

 

実施タイミング 

 

機関 調査内容 

平
常
時 

火
山
活
動
活
発
化 

噴
火
直
後 

噴
火
終
息
期 

地形変化の把握 ○ ○ ○ ○ 

気象状況・土砂移動の把握 ○ ○ ○ ○ 

砂防施設の点検調査 ○ ○ ○ ○ 

緊急対策予定地の状況把握 ○ ○ ○  

室蘭開発建設部、苫小牧河川事務

所、北海道室蘭土木現業所、北海

道札幌土木現業所、国土政策技術

総合研究所、(独)土木研究所 
降灰・不安定土砂の把握   ○ ○ 

観測データの解析・活動推移の予測 ○ ○ ○ ○ 

降灰調査   ○ ○ 

火山活動監視強化  ○ ○ ○ 

札幌管区気象台（火山監視・情報

センター）、室蘭地方気象台 

気象状況の予測 ○ ○ ○ ○ 

国土地理院 地形変化の把握 ○ ○ ○ ○ 

降灰・不安定土砂の把握   ○ ○ 

治山施設の点検調査 ○ ○ ○ ○ 北海道森林管理局、森林管理署 

緊急対策予定地の状況把握 ○ ○ ○  

現地状況把握と推移予測  ○ ○  

噴出物の調査・分析   ○ ○ 
大学、道立地質研究所 等 

（合同調査班） 
観測データの解析 ○ ○ ○ ○ 
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5.3.3  関係機関との連携 
以下に砂防部局とそれ以外の機関が必要な情報内容と連携のイメージを示す。 

 

 5-2 調査目的と情報内容

土砂災害の危険箇所 

（ハザードマップ） 

火山噴出物の分布把握 

地形変化の把握 

避難情報 

道路状況 

保全対象の被災状況 

図 5-3 緊急調査結果の情報共有イメージ 

その他関係機関（大学、道立地質研

究所、国土地理院、森林管理署 等） 

気象庁 

（札幌管区、室蘭地台） 

砂防部局（国、北海道） 

・降灰、不安定土砂、土砂移動状況、地形変化の把握 

・砂防施設、観測機器の状況把握 

・緊急対策予定箇所の状況把握 

その他関係機関（災害対策現地合同本部・現地対策本部等（自治体等） 

道路部局（国、北海道、市町の道路部局等） 

砂防部局

・降灰・不安定土砂の把握
・砂防施設の点検調査
・気象状況、土砂移動状況の把握
・地形変化の把握

・航空写真、衛星写真撮影
・ヘリ、ＵＡＶによる写真撮影
・現地調査
（降灰量調査、土砂移動実績調査、
施設被災状況調査）

砂防部局以外

・火山噴出物の分布把握　（大学、気象庁、道立地質研究所）
・地形変化の把握　（国土地理院）
・降灰・不安定土砂の把握　（森林管理署）
・住民避難の状況や保全対象の被災状況
（道路管理部局、自治体等）

-

砂防部局 ・緊急対策予定地の状況把握
・現地調査
（施設被災状況調査）
・ヘリ、ＵＡＶによる写真撮影

砂防部局以外 ・アクセス道路状況　（道路管理部局、自治体等） -

砂防部局
・流域の観測機器の状態調査
・リアルタイムハザードマップ作成のための情報収集

・現地調査
（降灰量調査、土砂移動実績調査、
施設被災状況調査）
・航空レーザ測量
（現況地形は平常時に実施）

砂防部局以外
・噴火前後の地形データ、積雪状況、火山噴出物の面的把握
（大学、気象庁、道立地質研究所）
・観測データの解析、噴火の進行、予測　（大学、気象庁）

-

調査目的 緊急対策実施に必要な情報内容 砂防部局で実施する調査

対策箇所の
抽出

施工方法の
検討

工事の
安全の確保

想定される
実施主体
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第6章  今後の緊急減災対策砂防計画の検討に向けて 
樽前山の火山活動が活発化した場合に緊急的に実施する対策の実効性を高め

るためには、今後、以下の事項について検討し、可能な限り準備を進めておく

ことが重要である。 
 

（１）緊急対策に必要となる諸手続き 
（２）土地使用に関わる調整 
（３）緊急支援資機材の備蓄調達方法 
（４）緊急支援資機材の運搬方法 
（５）火山防災に必要な拠点の機能強化 

 

 

6.1  緊急対策に必要となる諸手続き 

緊急対策として検討した砂防施設の施工等に関して、手続きなどに要する時

間の短縮のために必要な準備事項（協定・契約などの手順・方法など）につい

て検討する必要がある。 
標準的に必要であると想定される主な手続き事項は以下の通りである。 

・工事用資機材の運搬搬入に関する手続き（道路使用、特車許可等） 
・工事用資機材の調達に関する手続き 
・工事契約に関する手続き 
・無人化施工のための無線許可などの手続き 

 
なお、災害時には、避難誘導などの行動を優先するために通行や立ち入りの

規制などが行われる場合もあり、これらの対応についても北海道・関係市町村

などと連携し、調整を行っておくことが必要である。 
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6.2  土地使用に関わる調整 

緊急対策として検討した砂防施設の施工等にあたって、必要となる用地の調

整事項について検討する必要がある。 
標準的に必要であると想定される主な調整事項は以下の通りである。 
 

・国立公園内での行為許可（自然公園法） 
・保安林内での行為許可（森林法） 

・道路敷地や河川敷地内での行為許可 
・砂防指定地の指定手続き（砂防法） 

・地権者との用地使用に関する調整 

 

6.3  緊急支援資機材の備蓄・調達方法 

緊急的な対策の施工に必要となる資機材について、緊急施工が迅速に実施で

きるように、資機材の数量・保有場所などをデータベースなどに整理すること

やあらかじめ備蓄しておくことなど、緊急時の調達と平常時からの備蓄の両面

から検討する必要がある。 
 

6.3.1  緊急支援資機材数量の把握 
緊急対策に必要となるコンクリートや土工の数量、施工機械や監視機器の種

類とその数量などを把握する必要がある。 
 

6.3.2  備蓄・調達方法 
資機材の調達方法には、北海道、北海道開発局や地方整備局、その他自治体

の有する災害時応援資機材の活用、防災拠点などに備蓄した資機材の活用、協

定を結んだ施工業者の所有する資機材の活用等があり、これらを組み合わせて

対応方法を検討する必要がある。 
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6.4  緊急支援資機材の運搬方法 

緊急支援資機材については、運搬時間や現場周辺での備蓄可能量、運搬経路

（通行可能な道路の位置、通行可能な車両の規格など）、仮置き場などを検討す

る必要がある。特に運搬経路として道路を利用する場合、噴火規模によっては

通行止めや渋滞が予想されるため、複数の運搬経路の設定および他の運搬方法

を想定しておく等、臨機応変な対応が可能となるよう検討し、整理しておく必

要がある。 
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6.5  火山防災に必要な拠点の機能強化 

火山防災のために必要な防災拠点の機能には、以下の事柄が挙げられる。 
 

① 緊急時の火山ならびに土砂移動の監視情報の集約整理 
② 関係機関への情報提供 
③ 資機材の備蓄などの緊急対策の支援機能 
④ 火山や火山防災に関する知識の啓発・普及のための拠点（平常時） 

 
各種対策の迅速な実施や、住民の迅速かつ的確な避難への活用を図るため、

火山防災に必要な拠点の機能の強化を図る必要がある。 
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用語説明 11) 14) 15) 

 
融雪型火山泥流  火山から噴出した高温の噴出物（火砕流）が周囲の積雪や

氷河などを溶かし噴出物と山腹の堆積物を大量に取り込み流下する大規模な泥

流のこと。（発生機構は解明されていない点も多い）。降雨型、融雪型、火口湖

決壊型などの泥流の発生要因による分類では融雪型に該当する。なお、樽前山

火山防災計画では融雪型泥流と記載されている。 

 

二次泥流  火山やその周辺で、火山帯を構成する火砕物や新しい火山灰が降

雨等の気象現象によって流出し、発生する泥流のこと。土石流と比較して、泥

流の方が含まれる岩塊の大きさは小さい。降雨型、融雪型、火口湖決壊型など

の泥流の発生要因による分類では降雨型に該当する。なお、樽前山火山防災計

画では降雨型泥流と記載されている。 

 

水蒸気噴火  地下に蓄えられているマグマから伝わってきた熱が、火山体内

部に滞留する地下水を加熱し、気化させることにより新たに火口を作って水蒸

気と火山灰を放出する爆発的な噴火活動。火山灰にはマグマ本体の物質は含ま

れない。 

 

マグマ噴火  噴火にはマグマを噴出するものと、水蒸気噴火のようにしない

ものとがある。マグマを噴出するものをマグマ噴火という。 

 

火砕流  広義には、種々の火砕物が一団となって高速で地表を流下する現象

であり、狭義には、高温の火砕物と火山ガス・空気が一団となって急速に流下

する現象のこと。堆積物は一般に細粒物質が多く、分級（淘汰）の悪いことが

特徴である。 

 

火砕サージ  火山斜面に沿う高速の流れで、火山礫や火山灰を主体とする。

火砕流に比べて流れの見掛けの密度がはるかに小さく、砂嵐のような現象であ

る。しかし、構造物を破壊するほどの威力があり、高温の場合は、火災を引き

起こすこともある。 

 

噴石  噴火によって高速で噴出した岩塊のこと。 
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降下火砕物  火口から高く噴き上げられ、降下した火砕物のこと。火砕物は

上層風に流されて火口の周辺や風下側に降下し、人々の生活や経済活動に大き

な打撃を与える。 
 

溶岩ドーム  粘性の大きな溶岩が広く拡がらず、噴出口の上にもり上がった

ドーム状の火山体をいう。 
 

 

火山性地震  火山体又は火山付近の比較的浅いところを震源とし、マグマや

火山ガスが移動又は体積が変化したために地殻が破壊されて発生する地震。 

 

空振  爆発的噴火によって発生する空気の疎密を伝える波のことで、窓ガラ

スなどを破壊することがある。 

 

泥流整備率  想定される泥流に対する施設の整備状況を示す指標であり、次

式で算出される。泥流整備率＝泥流に対する施設捕捉量／泥流総量×100（％） 
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使用した地形図等 

 

・ 国土地理院，20 万分１地勢図名「樽前」「千歳」「白老」「苫小牧」（p1 に示

した地図の作成に使用） 

・ 国土地理院，数値地図 25000（地図画像）「樽前」「千歳」「白老」「苫小牧」

（p4,6,7,8,10,30 に示した地図の作成に使用） 

 

 

 



 

樽前山火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会 

本委員会は、いつどこで起こるか予測が難しい火山噴火に伴い発生する土砂

災害に対して、ハード・ソフト対策からなる緊急対策を迅速かつ効果的に実施

し、被害をできる限り軽減（減災）することを目的とした、「樽前山火山噴火緊

急減災対策砂防計画」を策定するため、学識委員や行政委員（関係機関）に参

画・検討して頂き、同計画策定の基礎となる「樽前山火山噴火緊急減災対策砂

防計画に関する検討報告書」の取り纏めを行った。 
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火山噴火緊急減災対策砂防計画の概要、今後の予定を確認 
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